第14回世界林業会議からの気候変動に関するメッセージ
2015年９月７日から11日、南アフリカのダーバンで開催された第14回世界林業会議（アフリカ大陸での初の開催）に142カ国から約4000人が参加した。ダーバン宣言「森林・林業の2050年ビジョン」によれば、
・森林は、樹木以上のものであり、食料安全保障や生計の改善に不可欠なものである。将来の森林は、食料、木質エネルギー、シェルター、飼料、繊維等を供給することにより、コミュニティの強靭性を高め、コミュニティや社会が繁栄できるように収入や雇用を創出し、多様な生物の生息・生育地を与えるとともに、土壌や気候を安定させ、水の流れを調整することにより、持続可能な農業や人類の福祉を支える。
・土地利用の統合的なアプローチは、森林減少の要因に対処し、土地利用を巡る争いに対処し、森林と農業を統合することにより得られる経済、社会、環境等の多様な便益を高めるとともに、流域レベルでの多面的な森林のサービスを維持するため、政策や現場の取組を改善させる方向性を提供する。
・森林は、気候変動の適応及び緩和に対する本質的な解決方法である。持続可能な経営がなされた森林は、生態系や社会の強靭性を高めるとともに、森林及び樹木が炭素を吸収・固定する役割を、その他様々な環境サービスを提供しつつ、最大化させることができる。
気候変動は、地球及び森林、森林に依存する人々に深刻な脅威をもたらし、行動が必要とされるレベルに追いつかなくなるおそれがある。気候変動は、樹木の健全性や生態系の回復力に対する脅威の増加にもつながる。
政策や気候変動への反応は、新規の又は追加的な資金源、森林ガバナンスや利害関係者の参画への政治的サポートの拡大など、森林に対する機会を提供する。
森林減少・劣化に由来する排出削減（REDD+）は、森林が気候変動の緩和に貢献できる重要なメカニズムである一方、このアプローチにおける有効性、協調、資金源の動員については、慎重な検討が求められる。
気候変動の脅威に対応する緊急性を踏まえ、第14回世界林業会議の参加者は、以下の行動を提言する。
・森林に依存するコミュニティや先住民族に特別な注意を払いつつ、気候変動に関係する政府や他の利害関係者の間での理解を促進させる。
・現場での適応や緩和に関する既存の又は増大する経験や知識から利益を得るため、森林に依存するコミュニティや先住民族が完全に関与することを通じ、パーナトーシップや南南交流を促進する。
・気候変動に対処する上で政府やその他利害関係者にとっての課題や機会に対する理解を促進させるとともに、持続可能な開発のより幅広い文脈や、持続可能な開発目標の達成において、こうした課題に取り組むよう奨励する。
・政策決定者が政策決定を行うのを支援するとともに、森林・林業の実践者が気候変動の適応及び緩和による多様な目的を実現するのを助けるため、情報の入手可能性及びその質を継続して高める。
・多様な資金源をより連携して効果的に活用すること等により、気候変動の緩和及び適応に関する進捗の評価や情報提供を促進する。
